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《繰越控除１年目》 

８００００００ 

６００００００ 

３８ 

３８００００ 

０ 

２０００００ 

０ 

２２００００ 

△２２００００ 

○ ○ × × 

１２３４５６７ 

２２００００ 

（記載に当たっての留意事項） 

１ 翌年以後に繰り越す譲渡損失がある場合(申告書第四表を使用する場合に限ります。)は、申告書第

一表の「所得金額・合計」⑨欄は記載しません。 

２ 申告書第四表を使用する場合は、申告書第一表「所得から差し引かれる金額」欄は、原則として、

「基礎控除」(38万円)を除いて記載しません。 

ただし、損益通算や繰越控除の対象外である株式等に係る譲渡所得等及び先物取引に係る雑所得等

が黒字の場合は記載します。 

１ 「給与所得」の金額 

 ・ 「収入金額」    8,000,000円    ・ 「所得金額」    6,000,000円 

２ 「繰越損失額」                        △15,450,000円 

 

前年から繰り越された損失額を、平成 29年分の所得の黒字から控除しても、なお翌年以後に繰り

越す損失額がある場合(繰越控除 1年目) 

《第一表》 

【記載例４】 

申告書Ｂ第一表及び第二表の記載方法の詳細は、「平成29年分所得税及び

復興特別所得税の確定申告の手引き 確定申告書Ｂ用」をご覧ください。 

０ 

０ 

０ 
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《第四表(一)》 

××市○○町１－２－３ 

確定 

国税 花子 

コクゼイ ハナコ 

6,000,000 

申告書第四表（損失申告用）の記載方法の詳細は、

「平成29年分所得税及び復興特別所得税の確定申告

の手引き 損失申告用」をご覧ください。 

２９ 

6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 

6,000,000 
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（記載に当たっての留意事項） 

申告書第四表(二)の「３ 翌年以後に繰り越す損失額・居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額」

73欄は、その年に生じた通算後譲渡損失の金額を記載します。したがって、措法41の５による繰越損

失額を翌年以後に繰り越す場合の申告に当たっては、この欄は記載しません。 

《第四表(二)》 

確定 ２９ 

28 

15,450,000 6,000,000 9,450,000 


